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 2023年（1‐12月）に青森県で新設された企業は、2024年 4月時点で 605社（前年比 4.5％増）

判明し、2年連続で増加した。コロナ禍の落ち着きもみられるなか、新たに市場へと参入する企業

は増加基調にある。企業新設時の代表者年齢（起業年齢）は 49.9歳と上昇し、現役を引退したシ

ニア層など多様な世代で起業がみられる。 

  

青森県「新設法人」調査（2023 年） 

2023 年の「新設法人」６０５社 

起業年齢は平均４９．９歳 

調査結果（要旨） 

1. 新設法人は青森県で 605社、前年比約 4.5％増  

2. 法人格は「株式会社」が最多、合同会社も増加。 

3. 「起業」年齢は 49.9歳、2年連続で上昇 

4. 「青森市」が全体の 28.9％を占めトップ 

 

[注１] 帝国データバンクが保有する企業データベースのほか、登記情報などを基に 2023 年に新設された企業を対象に調査を行った 

[注 2] 設立時点の代表者情報や本社情報については、遡って最も古い情報を基に算出・推計した 
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[注1] 2024年4月時点の企業データベースに基づく

[注２] 創業設立時の判断は、法人＝設立年。2023年の起業年齢は24年4月時点の判明分に基づく速報値
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「株式会社」が最多で約６割を占める。 

 法人格別にみると、最も多いのは「株式会社」で 365社となり、全体の 60.3％を占めた。また

低コストでの設立が可能で、利益配分面などで経営の自由度が高い「合同会社」は 205社で、

「株式会社」と「合同会社」で全体の 9割以上を占めた。 

起業時点での代表者年齢が判明した新設法人について分析したところ、2023 年に新設された法

人の代表者の平均年齢は 49.9歳となった。時期によって多少の変動はみられるが、平均的な起業

年齢は概ね 50歳前後で推移している。 

倒産や休廃業件数との関連をみると、全国的には新設法人件数が、倒産および休廃業の合計件

数の２倍程度に達しているが、本県においては、大きな差異がなく推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[注1] 2023年の新設法人は2024年4月時点の企業データベースに基づく速報値 [注1] 2023年の新設法人は2024年4月時点の企業データベースに基づく速報値

 [注２] 起業当時の代表者における生年月日情報を基に帝国データバンクが推計  [注２] 起業当時の代表者における生年月日情報を基に帝国データバンクが推計
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社数 構成比 社数 構成比 前年比

合計 579 - 605 - 104.5%

株式会社 342 59.1% 365 60.3% 106.7%

合同会社 191 33.0% 205 33.9% 107.3%

社団法人 23 4.0% 17 2.8% 73.9%

協同組合 4 0.7% 7 1.2% 175.0%

医療法人 2 0.3% 4 0.7% 200.0%

法人格 社数 構成比 社数 構成比 前年比

合同会社 191 33.0% 205 33.9% 107.3%

株式会社 342 59.1% 365 60.3% 106.7%

社団法人 23 4.0% 17 2.8% 73.9%
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[注] 前年比増減の上位は、2023年に10社以上が設立した法人格が対象
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地域別では青森市がトップ、主要３市で６割以上 

 地域別では、青森市が全体の 28.9％を占め

てトップ、八戸市が 19.3％、弘前市が 12.9％

となり、この３市にて全体の 61.1％となった。 

 国や地方自治体においても、近年は様々なか

たちで創業支援制度を設けており、起業に対す

る心理的ハードルは下がってきていると言え

る。地域経済の新陳代謝を活発化させる一つの

要因としての新設法人の動向には今後も注目

していく必要があると言える。 

 

 

社数 構成比 社数 構成比 前年比
青森県 579 - 605 - 104.5%

青森市 161 27.8% 175 28.9% 108.7%

弘前市 73 12.6% 78 12.9% 106.8%

八戸市 86 14.9% 117 19.3% 136.0%

黒石市 16 2.8% 12 2.0% 75.0%

五所川原市 26 4.5% 24 4.0% 92.3%

十和田市 40 6.9% 32 5.3% 80.0%

三沢市 14 2.4% 17 2.8% 121.4%

むつ市 16 2.8% 19 3.1% 118.8%

つがる市 13 2.2% 9 1.5% 69.2%

平川市 15 2.6% 13 2.1% 86.7%

東津軽郡 8 1.4% 9 1.5% 112.5%

西津軽郡 3 0.5% 6 1.0% 200.0%

中津軽郡 0 0.0% 0 0.0% ー

南津軽郡 9 1.6% 11 1.8% 122.2%

北津軽郡 15 2.6% 11 1.8% 73.3%

上北郡 54 9.3% 38 6.3% 70.4%

下北郡 3 0.5% 6 1.0% 200.0%

三戸郡 27 4.7% 28 4.6% 103.7%

2022年 2023年

新設法人数（市郡別）

【内容に関する問い合わせ先】  

株式会社帝国データバンク 青森支店 支店長 徳永博一 

TEL 017-776-5048  FAX 017-723-4414 
 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。 

著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

   

[注1] 2024年4月時点の企業データベースに基づく

[注２] 創業設立時の判断は、法人＝設立年に基づく 
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